
高崎河川国道事務所路上工事調整連絡協議会

調整部会運営要領

第一章 総則

（要領の設置）

第１条 高崎河川国道事務所路上工事調整連絡協議会（以下「協議会」という ）。

協議会規約第１９条の規定に基づき調整部会運営要領を設置する。

（調整対象工事）

、 。第２条 調整部会は 本調整部会において調整対象とする工事を次のとおり定める

なお、工事には推進・シールド工法等の掘削を伴わない工事を含む。

一 工事の種類

イ 道路工事（国土交通省工事・国道への取付を行う、高速道路・県道及

び市町村道等の道路法の道路・開発行為、区画整理事業等の工事）

ロ 道路占用工事（道路法第３２条及び３５条の道路管理者の許可等を必

要とする工事）

二 工事の規模

イ 歩道の工事で各戸引込管以外の工事

ロ 車道の工事

ハ その他必要と認めるもの

（注意）調整対象外工事で、ビル供給工事等複数の占用工事（電気・ガス

） 、 。・水道等 が予想される工事については 事務局と打合せを行うこと

第二章 工事調整

第一節 中長期事業の調整

（中長期事業計画の発表）

第３条 協議会規約第１８条第１号及び第２号に規定する道路管理者及び占用者

は、毎年度１１月１５日までに調書（別記様式－１）及び付図（別記様式－

１－２）を別記様式３－１の報告書により、翌年度以降概ね５年先までの中

長期計画を協議会事務局に提出すること。

２ 協議会事務局は、前項で提出された中長期計画を路線毎に合成したものを

１２月２０日までに各委員に通知し発表するものとする。

（中長期事業計画の調整方法）

第４条 道路管理者及び占用者は前条の発表に基づき、関係委員間で工事時期等の

調整を行い、翌年度の工事計画を作成するものとする。



第二節 単年度工事の調整

（会議の時期及び開催方法）

第５条 協議会規約第１６条第１項に規定する調整部会は、各出張所の地区調整部

会を合同で会議を開催し、毎年度３月に次年度に行う工事について、調整を

行うものとする。

（会議の運営）

第６条 前条に規定する会議は、協議会事務局及び幹事会が運営する。

（調書等の書式）

第７条 調整部会は、単年度工事の調整に必要な調書等を次のとおり定める。

なお、調書等の記載方法は別途定める。

一 路上工事調整調書（別記様式－２ 、）

二 付図（別記様式－２－２）

（年間分の調書等の提出方法）

第８条 調整部会の各委員は、翌年度年間分について２月５日までに協議会事務局

に前条に規定する調書等を別記様式３－２の報告書により提出すること。

（年間分の変更に係る調書等の提出方法）

第９条 協議会規約第１８条第４号に規定する年間計画の変更に係る調書等の提出

については、９月１５日までに別記様式３－２の報告書により協議会事務局

に提出すること。

（臨時の工事計画等に係る調書の提出方法）

第１０条 第８条及び第９条に規定する調書等の提出期限以外で臨時にやむを得ない

事情による追加工事計画がある場合は、協議会事務局と調整のうえ別記様式

３－２により随時提出することができる。

（調整の方法）

第１１条 第８条の規定により提出された調書等の年間工事実施計画は 「路上工事、

調整調書（年間分 」として取扱い、会議において協議会事務局が別表－１）

「 」 「 （ ）」により 調整決定番号 を付与したものを 路上工事調整決定調書 年間分

とする。

２ 第９条及び第１０条に係る調書等の工事実施計画は 「路上工事調整調書、

（追加・修正分 」として取扱い、協議会事務局が関係調整委員と調整を行）

い、調整決定番号を付与する。

調整決定番号を付与したものを「路上工事調整決定調書」とする。

３ 関係会員は、第１項及び第２項により付与された調整決定番号により工事

実施計画の手続きを行うこと。



（路上工事調整決定書の配布）

、 「 （ ）」第１２条 協議会事務局は 前条第１項に規定する 路上工事調整決定調書 年間分

については、会議後速やかに関係委員に配布するものとする。

２ 協議会事務局は、前条第２項に規定する「路上工事調整決定調書（追加・

）」 、 。修正分 については １０月１５日までに関係会員に配布するものとする

（個別調整会議の運営）

第１３条 第１１条の規定により調整決定番号が５、９番に整理された場合、または

中長期計画において大規模、競合工事となる場合には、協議会規約第１７条

の規定に基づき、各工事を担当する調整委員が「個別調整会議」を開催し、

運営は次のとおりとする。なお、調整の取りまとめは協議会事務局が行う。

一 会議の運営については、個別調整会議に関係する事業者から幹事を選任

し行う。

２ 前項で選任された幹事は、次の任務を行う。

一 関係事業者の計画調整位置の合成図（平面図、断面図等）の作成。

二 前一号に係る各事業者の工程表の作成 （別記様式－４）。

三 個別調整会議にかかる議事録の作成 （別記様式－５）。

但し、協議会事務局が認める場合は、関係者協議書（別記様式－６）に

かえることができる。

四 その他必要事項

（企業者間協議）

第１４条 第１１条の規定により調整決定番号が６、１２番に整理された場合は、前

条第２項但し書きに規定する関係者協議書（別記様式－６）により協議を行

い、協議会事務局に協議結果を報告すること。

（附則）

、 。第１条 この協議会調整部会運営要領は 平成１８年１０月１日から施行する



別表－１ 調整決定番号

調整

分 類 決定 調 整 決 定 番 号 の 説 明

番号

１ 掘削抑制期間中のため

工 事 抑 制 ２ 舗装良好箇所のため抑制

３ 共同溝・電線共同溝等の施工区間のため抑制

【 】４ □□のため抑制 道路改築（拡幅）予定区間等

５ 工事競合のため個別調整会議を行う

調 整 未 決 定 ６ 関係者間で協議成立するまで保留する（用地未買収

を含む ）。

７ 調書のとおり施行する。

８ 現地調査（立会）のうえ承認

計 画 承 認 ９ 個別調整会議のうえ承認

１０ 関係者間協議のうえ道路管理者の指示により施行

（ ）１１ 道路管理者の指示により施行 占用申請手続き開始

計画修正により １２ ○○と同時施行を行うこと。

承認 １３ ○○の舗装工事前に施行を行うこと （舗装先行）。

１４ ○○の工事完了前に施行を行うこと。

そ １５ 工事中（前年度から継続している工事を含む）

経過報告 １６ □□により工事休止中

の １７ 工事完了

取り下げ １８ 翌年度以降に計画変更

他 １９ 計画中止

（注意）１．説明文中○○は、事業主体記号。

２．説明文中□□は、具体的な理由を示す。



No

様式－１

○○年度以降中長期計画調書 事業主体 事業者名

路線名　　　　　　　号（　　　　　　　　　BP）

事 ＮＯ 初計 施工 地 先 名距 離 標工 事 概 要 占用位置 図面番号

主 画 年度

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至

自： 自： 理由： 上 ・ 中 ・ 下 ・ 横自

至： 至： 規模：（工事延長：　　　　　　M） 歩 ・ 車 ・ 巻 ・ 他至





様式－２ 路線名　　　　　　号 （　　　　　　　　　ＢＰ） 平成　　年　　月　　日　作成

事
 
業
 
主
 
体

企
 
業
 
番
 
号

調整

番号

工 事 箇 所 名
市町名・地番・距離標等

舗
 
装
 
年
 
次

工　　　　事　　　　実　　　　施　　　　計　　　　画 ○

競

合

有

無

＊

占

用

手

続

※

路

面

の

復

旧

方

法

記　　事 調
　
整
　
決
　
定
　
№

①　工　事　理　由 ④
　
占
用
位
置

⑤掘削規模　B×H
工事延長ｍ ⑩ 　全 体 工 期 　A　調 整 事 由
⑧  全    体 年／月－年／月

　B　図 面 番 号
②　工　事　内　容

⑥埋設物規模 ⑨  路 線 上

当初
計画
番号

⑪   路線上工期　 B（φ）・条数等 （歩　 道）
　C　担 当 課 係　 DP （車 　道）

年／月－年／月
③　工　事　方　法

⑦マンホール等 （巻　 込）
[  距 離 標  ］ 　D　許 可 番 号⑫　 路線上日数　附帯設備・個数等 （その他）

自 ①
・
上
⑤

⑧ ⑩　年／月－年／月 有
・

有

・

自 　A

⑨
⑪　年／月－年／月 　B

至 ② ・
中 ⑥φ

・ 歩 ・ 申 先

⑫　　　　　　　　日間

　C下 　　DP 車

③ 無
・ ・

［　自　　　　　　㎞］ ・ ⑦ 巻
無 附 　D横

［　至　　　　　　㎞］ 他

自 ① 上
⑤

⑧ ⑩　年／月－年／月 有 有 自 　A
・ ⑨

⑪　年／月－年／月 　B
至 ②

中 ⑥φ ・ ・
・ 歩 ・ 申 先・

⑫　　　　　　　　日間

　C下 　　DP 車

③ 無
・ ・

［　自　　　　　　㎞］ ・ ⑦ 巻
無 附 　D横

［　至　　　　　　㎞］ 他

自 ① 上
⑤

⑧ ⑩　年／月－年／月 有 有 自 　A
・ ⑨

⑪　年／月－年／月 　B
至 ②

中 ⑥φ ・ ・
・ 歩 ・ 申 先・

⑫　　　　　　　　日間

　C下 　　DP 車

③ 無
・ ・

［　自　　　　　　㎞］ ・ ⑦ 巻
無 附 　D横

［　至　　　　　　㎞］ 他

自 ① 上
⑤

⑧ ⑩　年／月－年／月 有 有 自 　A
・ ⑨

⑪　年／月－年／月 　B
至 ②

中 ⑥φ ・ ・
・ 歩 ・ 申 先・

⑫　　　　　　　　日間

　C下 　　DP 車

③ 無
・ ・

［　自　　　　　　㎞］ ・ ⑦ 巻
無 附 　D横

［　至　　　　　　㎞］ 他

自 ① 上
⑤

⑧ ⑩　年／月－年／月 有 有 自 　A
・ ⑨

⑪　年／月－年／月 　B
至 ②

中 ⑥φ ・ ・
・ 歩 ・ 申 先・

⑫ 　　　　　　　日間

　C下 　　DP 車

③ 無
・ ・

［　自　　　　　　㎞］ ・ ⑦ 巻 無 附 　D横
［　至　　　　　　㎞］ 他



２様式－２－ 図面番号17 － 7 － 6

他 他

Ｄ Ｄ

Ｗ Ｗ

Ｇ Ｇ

Ｅ Ｅ

Ｔ Ｔ

Ｒ Ｒ

自 ㎞ 至 ㎞

下 り 線 下 り 線

至 高崎 至 前橋

上 り 線 上 り 線

Ｓ＝

Ｒ Ｒ

Ｔ Ｔ

Ｅ Ｅ

Ｇ Ｇ

Ｗ Ｗ

Ｄ Ｄ

他 他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17 - 7 - 6



別記様式３－１

第 号

平成 年 月 日

高崎河川国道事務所

路上工事調整連絡協議会長 様

印

平成○○年度以降中長期計画調書・付図の提出について（報告）

高崎河川国道事務所路上工事調整連絡協議会調整部会運営要領第３条第１項の

規定により提出する。

記

１．計画の有無

該当 摘 要

計画有。別紙様式－１及び－１－２のとおり

計画無。該当する計画はありません。

２．問い合わせ先 所属 氏名

ＴＥＬ

（注意）１．計画の有無の該当欄については、該当する方に「○」を記入すること。

２．調書等は、様式－１・様式－１－２毎にそれぞれまとめて添付すること。

３．調書等の提出は１部とする。

４．計画を予定して、施行年度が未定の場合も 「施行年度欄」に未定と記入して掲、

載すること。



別記様式３－２

第 号

平成 年 月 日

高崎河川国道事務所

路上工事調整連絡協議会長 様

印

平成○○年度路上工事調整調書・付図の提出について（報告）

高崎河川国道事務所路上工事調整連絡協議会調整部会運営要領の規定により提

出する。

記

１．地区調整部会名 地区調整部会

２．該当調書等の種類

該当 摘 要

〔 〕平成 年度 年間分 工事調整部会運営要領第８条

〔 〕平成 年度 年間分の変更 追加・修正 工事調整部会運営要領第９条（ ）

〔 〕平成 年度 臨時分 工事調整部会運営要領第１０条

３．計画の有無

該当 摘 要

計画有（別紙様式－２・－２－２のとおり）

計画無（調書等の提出はありません）

４．問い合わせ先 所属 氏名

ＴＥＬ



別記様式－４

各 企 業 工 程 表

調整件名

路線名 工事場所

番 事 業 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20号 主 体 工事概要

１

２

３

４

５

６

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

１

２

３

４

５

６



別記様式－５

（甲）個別調整会議調整結果議事録
（計画内容）

（ ）路線名 地区調整部会名 出張所地区調整部会 距離標 ㎞
調整件名 自

調整対象位置 至

工事地先名

事業主体 企業番号 調整番号 調整決定番号 計 画 工 事 概 要

調

整

対

象

企

業

会議日 年 月 日 会議場所

合 議 協 議 会 事 務 局 欄 調 整 委 員 欄

課 長 係 長 担当者

（議事録作成者）

企 業 名

所属・役職

氏 名

電話番号等

（添付書類及び添付順）

１．個別調整会議調整結果議事録（甲・乙） ２．出席者名簿 ３．工程表

４．関係者間協議書 ５．その他調書等 ６．合成平面図 ７．合成断面図 ８．その他図面

（６．以下は袋入れ）

（注意点）① 書類は、Ａ４縦とする。

② 調整件名は 「○○工事支障移設 「○○工事先行埋設 「○○工事関連」、 」 」

「○○ビル供給競合工事」等を記入すること。

③ 幹事企業は、本記事録を作成し協議会事務局に提出すること。



（乙）個別調整会議調整結果議事録
（調整結果）

幹事企業 累計会議回数 回

占用位置 別紙平面図・断面図のとおり 工 程 別紙工程表のとおり

事業主体 工 法 復旧方法 摘 要

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

自費・先行・附帯

（ 記 事 ）

（注意） ④ 工法には、開削・推進等を記入すること。

⑤ 復旧方法については、自費で舗装の本復旧まで行う場合は「自費 、仮復旧」

まで施工し本復旧は道路管理者又は他の企業が行う場合は「先行 、仮復旧ま」

で施工し、本復旧は費用負担して道路管理者に委託する場合は「附帯」を○

で囲むこと。



別記様式－６

関 係 事 業 者 間 協 議 書

１ 路 線 名 一般国道 号 上り・下り

㎞ ㎞）（距離標 自： ～ 至：

２ 工事場所

３ 工事件名

４ 協議内容 占用位置・工程・復旧方法

５ 協議者名

６ 協議年月日 年 月 日

７ 協議書作成者

ＴＥＬ

８ 調整結果

事 業 今回 調整 調整会議対象の場合

主 体 工事 会議 調 整 企 業 調整決 摘 要

有無 対象 番 号 番 号 定番号 （今回工事内容等）

( ) 本 復 旧1

( ) 占 用 位 置2

( ) 各企業工程3



別記様式－６

関 係 事 業 者 間 協 議 書（見本）

１ 路 線 名 一般国道 １７号 上り

㎞ ㎞ ）（距離標 自：○○○ ○○～ 至：○○○ ○○

２ 工事場所 高崎市○○町○－○○～同市同町○－○○

３ 工事件名 仮称○○ビル供給工事

４ 協議内容 占用位置・工程・復旧方法

５ 協議者名（道調担当者）

○○市水道部○○課○○長 □ □ □ □

ＮＴＴ○○㈱○○支店○○室○○長 □ □ □ □

東京電力㈱○○支店○○部○○長 □ □ □ □

東京ガス㈱○○支店○○課○○長 □ □ □ □

○○市下水道部○○課○○長 □ □ □ □

６ 協議年月日 平成１８年 ７月 １日

７ 協議書作成者 ○○市水道部○○課○○長 □ □ □ □

ＴＥＬ○○○－○○○－○○○○（直通）

ＦＡＸ○○○－○○○－○○○○

Ｅｍａｉｌ：○○＠○○○

８ 調整結果

事 業 今回 調整 調整会議対象の場合

主 体 工事 会議 調 整 企 業 調整決 摘 要

有無 対象 番 号 番 号 定番号 （今回工事内容等）

Ｗ○○ 有 対象 ○○○ ○○○ １０ 配水管管種変更工事

○○ビル供給工事兼ねる

Ｅ○○ 有 対象 １０

Ｔ○○ 無 架空線対応（路上作業のみ）

Ｇ○○ 有 外 歩道引込管工事

Ｄ○○ 無 工事なし既設管対応

( ) 本 復 旧 Ｗ○○が行う。1

( ) 占 用 位 置 別紙平面図及び断面図のとおり（将来占用位置含む）2

( ) 各企業工程 別紙工程表のとおり（様式４）3



〔 〕様式３関係の提出時の注意

○ 様式３－１関係

１ 記入上の注意

①「１．計画の有無」の表内の該当欄については、該当する方に○を記入すること。

②「２．問い合わせ先」について、複数の記載が必要な場合は担当名も追記すること。

２ 調書の提出方法等

① 様式１（調書 、様式－１－２（付図 （以下「調書等」という ）は、様式毎にそれ） ） 。

ぞれまとめて提出すること。

② 調書等の提出は１部とする。

③ 調書等の記入に際して、計画を予定しているが施行年度が未定の場合も 「施行年度、

欄」に未定と記入して提出すること。

○ 様式３－２関係

１ 記入上の注意

① 「１．地区調整部会名」欄には、碓氷、前橋、沼田維持修繕、桐生国道維持のいづれ

かを記入すること。

② 「２．該当調書等の種類」の表内の該当欄については、該当するところに○を記入す

ること。

③ 「３．計画の有無」の表内の該当欄については、該当する方に○を記入すること。

④ 「４．問い合わせ先」について、複数の記載が必要な場合は担当名も追記すること。

２ 調書の提出方法等

① 様式－２（調書 、様式－２－２（付図 （以下「調書等」という ）は、様式毎にそ） ） 。

れぞれまとめて提出すること。

② 調書等の提出は１部とする。

③ 調書等の記入に際して、計画を予定しているが施行時期が未定の場合も 「工期欄」、

に未定と記入して提出すること。



（ ）調書の記入方法 中長期分［ ］ 様式－１

※ 本調書は、路線別（現道、バイパス別）に作成すること。

① 事主 事業主体記号表から記入する。

（事業主体）

② ＮＯ 路線の起点側から順に１から通し番号で付けること。

③ 当初計画番号

ア．今回初めて発表するものは、次の要領により４桁の番号を作成する。

４桁 ① ② ③ ④

①②＝西暦（下２桁 ）を記入する。）

・ 当協議会の場合、毎年１２月に作成することとなっているため、１２

月時点での西暦を記入することになります。

（注：今年度から協議会発足のため、今年度は全て「０６」と記入する ）。

③④＝計画ＮＯを記入する。

・ 事業者・路線ごとで距離標の起点側から０１～９９を記入する。

（路線ごと例） １７号（現道） １７号（前橋渋川ＢＰ）

１７号（上武） １８号（現道）

１７号（鯉沢ＢＰ） ５０号（現道）

イ．前年度以前に発表したものは、当初、中長期計画調書に発表した時点の当初計画

番号を記入する。

④ 施工年度 施工計画年度を記入する （年度は、西暦の下２桁）。

（例）０８・０９－１０・１１以降・未定

⑤ 距離標 国道管理用平面図等から記入する （１０ｍ単位まで記入）。

⑥ 理由 様式２の記入方法 １．工事理由 ２．工事内容 を記入する。

⑦ 規模 工事延長（ｍ単位 ・工法・管種・管径等を簡潔に記入する。）

⑧ 占用位置 該当位置を○で囲む。

上り線側＝上 ／ 下り線側＝下 ／ 上下線＝上・下

道路のセンター＝中 ／ 車道横断＝横

上り線横断＝上・横 ／ 下り線横断＝下・横

⑨ 図面番号 該当する国道管理用平面図の図面番号（Ｓ＝ ）を記入する。1/500



（様式－１－２）付図の記入方法［中長期分］

下図に例により記入する。

１ 計画位置に引き出し線は、計画位置が下りの場合は、下り側、

上り側の場合は、上り側に記入する。

（下りの半横断は下り側・上りの半横断は上り側）

２ 計画位置が上下の場合（上下線横断を含む）は、上り側に記入する

とともに事業主体記号の前に ※印を記入する。

３ 計画位置の引き出し線に、事業主体記号・当初計画番号を記入する。

（図面記入例）

他

Ｄ

Ｗ

Ｅ

Ｔ

Ｒ



［年度分］ （様式－２）調書の記入方法

項 目 記 入 内 容 最大 項 目 記 入 内 容 最大
桁数 桁数

( ) 事 業 主 体 [事業主体記号]表より記入する。 ３ 管の口径＝φ（内径）×条数（代表口径２種類まで記入）1
⑥ 掘削規模 ＝路面～管路上部・平均［ 単位＝ ・小数点以下DP DP m

( ) 企 業 番 号 企業者工事等の施工計画番号を地区調整部会ごとに分け、 第２位まで第３位四捨五入］2
路線区分（現道・ＢＰ等）の路線番号の小さい順から記入 ３

MH HH BOXする （路線の順位は中長期計画書の掲載順） ⑦マンホール等 マンホール＝ ・ハンドホール＝ ・変圧器・電話。
（１地区調整部会で１～９９９まで） 附帯設備 等の個数（代表的なものを２つ記入する）

( ) 調 整 番 号 協議会事務局が記入する。 ４ 工事延長3
⑧ 全 体 他の道路を含めた全体延長 ［単位＝ ／整数］m

( ) 当初計画番号 中長期計画書に掲載されている工事の場合は、その番号 ４4
を記入する。 ⑨ 路線上 国道上の延長［単位 ／整数］m

（歩道・車道・巻込・その他）は、⑨の内書きとする。
① 工事の起点～終点の住所を記入・上・下線とも工事 自１５

( ) 工事箇所名 の場合は下り線側の住所を記入する。 至１５ ⑩ 全体工期 他の道路を含めた全体の工期（平成４年５月→４／５）5

② 工事の起点・終点の距離標（国道）を記入する。小数 ⑪路線上工期 国道上の工期（平成４年５月→４／５）
点以下第２位(１０ 単位まで）第３位四捨五入m

⑫路線上日数 国道上の工事日数（最高９９９９日まで） ４
( ) 舗 装 年 次 舗装の完成年度及び舗装工事の工種（打換＝打、オーバレイ5

＝オ)を記入する。 （例：打・８９ 年度＝西暦） ( ) ○競合の有無 他の工事との競合の有無（掘削位置３００ 以内）7 m
（該当に○ 但し、事前に調整している場合で可）

( ) 工事実施計画 占 用 者 等―○○のため・○○ビル供給・電線の地中化6
○○線の立体化・複線化（鉄道） ( ) ＊占用許可の （占用者）占用許可済＝許 占用申請中＝申 未申請＝無8
河川改修・支障移設の場合は［事業主体記号 有無 （管理者）施工協議済＝許 施工協議中＝申 未協議＝無

① 工事理由 ―支障移設］等を記入する。 ３０ （該当に○）

道路管理者―新設・改築・共同溝・防災・修繕・交安・受 ( ) ※路面の復旧 ［調書提出前に協議して決めること］9
託・附帯・附帯修繕・開発行為等を記入する。 方法 自費復旧 自

道路管理者工事の先行工事（仮復旧まで施工） 先
占 用 者 等―管路の新設・撤去・増設・管種変更 道路管理者工事の附帯工事施工 附

跨線橋設置・工事搬入路
② 工事内容 ( ） 調整事由 調整が必要な事由を記入（例：用地未買収・ルート選定中10 A

道路管理者―舗装・打換・切削オーバーレイ（盤下げ） １０ ・他の事業者の工事に先行して行う工事の場合は、その事 １２
歩道設置・情報板設置・大型標識設置 業主体記号［ ○○関連］を記入する ）R 。
擁壁設置・橋梁補修・県道○○号線取付
地下歩道設置・横断歩道橋設置・交差点改良 図面番号 道路管理用図面番号（ ＝ )を記入（工事起点～終点）B S 1/500
等を記入する。

担当課係 設計等担当課・係等を記入する。 １２C
③ 工事方法 開削・推進・シールド 等を記入する。 ５

許可番号 道路占用の許可を得た場合は許可番号を記入する。 ６D
上り線側＝上 下り線側＝下 上下線＝上・下

④ 占用位置 道路のセンター＝中 車道上下線横断＝横 ( ）調整決定番号 調整部会・会議で道路管理者が決定［事務局発表 、その11 ］
上り線側車道横断＝上・横 （該当に○） （ ） 決定番号を記入する。No

掘削幅（ ）×掘削深度（ （ ） 小数点以下第２位・第B H m）
⑤ 掘削規模 ３位四捨五入（最大９９ まで) ・複数のケースがある場m

合は２ケース記入する（車道部・歩道部等の標準部）




